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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.19-32 

 添付法令資料 1：    モロッコにおける選挙の独モロッコにおける選挙の独モロッコにおける選挙の独モロッコにおける選挙の独立・中立・中立・中立・中立性を監督するための条立性を監督するための条立性を監督するための条立性を監督するための条件・方件・方件・方件・方法を法を法を法を    

        定める法律第定める法律第定める法律第定める法律第 30303030----11111111 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 2011201120112011 年年年年 9999 月月月月 29292929 日付勅令日付勅令日付勅令日付勅令    

        第第第第1111----11111111----162162162162号号号号（目次） 

 添付法令資料 2：    韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3：    ロシア連邦法令ニュースレターロシア連邦法令ニュースレターロシア連邦法令ニュースレターロシア連邦法令ニュースレター    

        ～「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の適用に関す～「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の適用に関す～「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の適用に関す～「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の適用に関するるるる2019201920192019 年年年年    

        7777 月月月月9999 日日日日付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第 24242424 号」～号」～号」～号」～ 

 添付法令資料 4：    インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア領海を出航する船舶領海を出航する船舶領海を出航する船舶領海を出航する船舶へのへのへのへの自動識別自動識別自動識別自動識別システムのシステムのシステムのシステムの据付据付据付据付及び及び及び及び    

        有効化に関す有効化に関す有効化に関す有効化に関するるるる2019201920192019 年年年年2222 月月月月19191919 日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア日付インドネシア共和国運輸共和国運輸共和国運輸共和国運輸大臣大臣大臣大臣    

        規則規則規則規則 No.PM7No.PM7No.PM7No.PM7（目次） 

 添付法令資料 5：    ベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制ベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制ベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制ベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制    

        社会保険に関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定める社会保険に関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定める社会保険に関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定める社会保険に関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定める    

        ベトナム政府の議定ベトナム政府の議定ベトナム政府の議定ベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019年 8月 9日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（厚生労働省告示第 81号） 
19.08.05公布 

2 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 618号） 
19.08.07公布 

3 肥料を登録した件（農林水産省告示第 633号） 
19.08.08公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 商务部关于印发《商务信用联合惩戒对象名单管理办法》的通知 
19.07.17公布 商務部／同日施行 

2 国务院关于同意设立中国（上海）自由贸易试验区临港新片区的批复 

19.07.27公布 国務院 国函[2019]68号 
3 国务院关于印发中国（上海）自由贸易试验区临港新片区总体方案的通知 

19.07.27公布 国務院 国発[2019]15号 
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第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会关于修订《保险公司偿付能力监管规则——问题解答第 1 号：偿

付能力监管等效框架协议过渡期内的香港地区再保险交易对手违约风险因子》的

通知 

19.06.28公布 中国銀行保険監督・管理委員会 銀保監発[2019]30号 
2 中国银保监会关于印发《保险资产负债管理监管暂行办法》的通知 

19.07.24公布 中国銀行保険監督・管理委員会 銀保監発[2019]32号／同日

施行 
3 关于银行在证券交易所参与债券交易有关问题的通知 

19.08.02公布 中国証券監督・管理委員会等 証監発[2019]81号／同日施行 
 

第 3 ロシア 

1 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 9.16 条への変更の導入に関する

2019年 4月 1日付ロシア連邦法律 No.44-FZ 
2 国及び地方自治体の財産の私有化に関するロシア連邦法律への変更の導入に

関する 2019年 4月 1日付ロシア連邦法律 No.45-FZ 
2019年 7月 1日から施行 

3 組織犯罪対策に関してロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典へ変更

を導入することに関する 2019年 4月 1日付ロシア連邦法律 No.46-FZ 
4 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 21.7条及び 23.11条への変更の導

入に関する 2019年 4月 1日付ロシア連邦法律 No.47-FZ 
5 強制年金保険システムにおける個別（個人）的登録に関するロシア連邦法律

及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2019年 4 月 1日付ロシア

連邦法律 No.48-FZ 
公布の日から施行 

6 国家社会援助に関する法律第 12.1条及びロシア連邦における最低生活費に関

するロシア連邦法律第 4条への変更の導入に関する 2019年 4月 1日付ロシア

連邦法律 No.49-FZ 
公布の日から施行 

7 国及び地方自治体の需要の保障のための商品、労務又は役務の買付分野にお

ける契約システムに関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2019 年 4
月 1日付ロシア連邦法律 No.50-FZ 

2019年 7月 1日から施行 
8 高度技術工業製品の開発、生産及び輸出の協力に係る国家会社ロステフに関

するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2019年 4 月 1 日付ロシア連邦法

律 No.51-FZ 
9 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 23.14 条への変更の導入に関する

2019年 4月 1日付ロシア連邦法律 No.52-FZ 



 

 3

10 宇宙活動のライセンシングの問題に関して個別のロシア連邦法規へ変更を導

入することに関する 2019年 4月 15日付ロシア連邦法律 No.54-FZ 
11 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 19.5 条及び第 28.3 条への変更の

導入に関する 2019年 4月 15日付ロシア連邦法律 No.56-FZ 
12 ロシア連邦租税法典第 2 部並びにロシア連邦租税法典第 1 部及び第 2 部並び

に租税及び手数料に関するロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦

法律第 9条へ変更を導入することに関する 2019年 4月 15日付ロシア連邦法律

No.63-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

13 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 教育法 
19.06.14可決 法律第 43/2019/QH14号／20.07.01施行 

2 刑事判決執行法 
19.06.14可決 法律第 41/2019/QH14号／20.01.01施行 

3 証券法及び証券法の若干の条項を修正し、又は補充する法の若干の条項の細

則を定め、施行を指導する議定を合一する合一文書 
財政省の 2019年 7月 5日付第 36/VBHN-BTC号合一文書 

4 偽造品又は禁制品の取引、生産及び仕入れ・販売の活動並びに消費者権利保

護における行政違反処罰を定める議定を合一する合一文書 
商工省の 2019年 7月 10日付第 01/VBHN-BCT号合一文書 

5 ASEAN―オーストラリア・ニュージーランドの自由貿易協定における原産地

規則の実施を定める通知を合一する合一文書 
商工省の 2019年 7月 11日付第 02/VBHN-BCT号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 家事訴訟規則一部改正令 
19.08.02公布 大法院規則第 2856号／同日施行 

2 民事執行規則一部改正令 
19.08.02公布 大法院規則第 2855号／19.09.01施行 

3 関税法施行規則一部改正令 
19.08.02公布 企画財政部令第 744号／同日施行 

4 博物館及び美術館振興法施行規則一部改正令 
19.08.02公布 文化体育観光部令第 366号／同日施行 

5 青少年福祉支援法施行規則一部改正令 
19.08.02公布 女性家族部令第 142号／同日施行 

6 建築法施行令一部改正令 
19.08.06公布 大統領令第 30030号／同日施行 

 

第 6 台湾 
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掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 BANGKO SENTRAL NG PHILIPINAS 
  CIRCULAR NO.1017 SERIES OF 2018 
  ADOPTION OF POLICY FRAMEWORK ON THE GRANT OF 
REGULATORY RELIEF TO BANKS / QUASI-BANKS AFFECTED BY 
CALAMITIES 

18.10.10 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 
2 BANGKO SENTRAL NG PHILIPINAS 
  CIRCULAR NO.1018 SERIES OF 2018 
  AMENDMENTS TO THE QUALIFICATION REQUIREMENTS OF UNIT 
INVESTMENT TRUST FUND (UITF) MARKETING PERSONNEL 

18.10.26 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 
3 BANGKO SENTRAL NG PHILIPINAS  
  CIRCULAR NO.1020 SERIES OF 2018 
  AMENDMENTS TO THE BASIC STANDARDS IN THE 
ADMINISTRATION OF TRUST, OTHER FIDUCIARY ACCOUNTS (TOFA) 
AND INVESTMENT MANAGEMENT ACCOUNTS (IMA) 

18.11.7付／直ちに施行 
4 BANGKO SENTRAL NG PHILIPINAS  
  CIRCULAR NO.1021 SERIES OF 2018 
  GUIDELINES ON MARKING TO MARKET OF FINANCIAL 
INSTRUMENTS 

18.11.15 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 
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第 11 インド 

1 The Companies (Amendment) Act, 2019 
31 Jul 2019付 

2 The Banning of Unregulated Deposit Schemes Act, 2019 
31 Jul 2019付 

3 The Muslim Women (Protection of Rights on Marriage) Act, 2019 
31 Jul 2019付 

4 The Protection of Human Rights (Amendment) Act, 2019. 
27 Jul 2019付 

5 The Appropriation (No. 2) Act, 2019 
26 Jul 2019付 

6 The New Delhi International Arbitration Centre Act, 2019 
26 Jul 2019付 

7 The National Investigation Agency (Amendment) Act, 2019 
25 Jul 2019付 

8 The Central Universities (Amendment) Act, 2019 
24 Jul 2019付 

9 The Aadhaar and Other Laws (Amendment) Act, 2019 
24 Jul 2019付 

10 The Dentists (Amendment) Act, 2019 
18 Jul 2019付 

11 The Indian Medical Council (Amendment) Act, 2019 
16 Jul 2019付 

12 The Homoeopathy Central Council (Amendment) Act, 2019 
15 Jul 2019付 

13 The Central Educational Institutions Reservation in Teachers Cadre Act, 
2019 

09 Jul 2019付 
14 The Special Economic Zones (Amendment) Act, 2019 

08 Jul 2019付 
 

第 12 モンゴル 

1 経済単位の所得税に関する 2019年 3月 22日付モンゴル国法律（新版） 
20.01.01施行 

2 経済単位の所得税に関する法律の失効の認定に関する 2019年 3月 22日付モ

ンゴル国法律 
上記 1の法律の施行日から施行 

3 経済単位の所得税に関する法律の施行手続に関する 2019年 3月 22日付モン

ゴル国法律 
上記 1の法律の施行日から施行 

4 土地に関する法律への変更の導入に関する 2019年 3月 22日付モンゴル国法

律 
上記 1の法律の施行日から施行 
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5 個人所得税に関する 2019年 3月 22日付モンゴル国法律（新版） 
20.01.01施行 

6 個人所得税に関する法律の失効の認定に関する 2019年 3月 22日付モンゴル

国法律 
上記 5の法律の施行日から施行 

7 個人所得税に関する法律の施行手続に関する 2019年 3月 22日付モンゴル国

法律 
上記 5の法律の施行日から施行 

8 予算に関する法律への変更の導入に関する 2019年 3月 22日付モンゴル国法

律 
上記 5の法律の施行日から施行 

9 家畜の遺伝子備蓄に関する法律への変更の導入に関する 2019年 3月 22日付

モンゴル国法律 
上記 5の法律の施行日から施行 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 14 ウズベキスタン 

1 着色（非透過）ガラス付軽自動車の使用の整備に係る追加措置に関するウズ

ベキスタン共和国内閣決定 
2019年 8月 2日付No.646／同日施行 

2 市民及び事業主体の所有権の保障の無制限の確保に係る追加措置に関するウ

ズベキスタン共和国大統領令 
2019年 8月 3日付No.R-5491／同月 5日施行 

3 シルク部門における高度加工の発展に係る追加措置に関するウズベキスタン

共和国大統領決定 
2019年 7月 31日付 No.PP-4411／同年 8月 1日から施行 

4 ウズベキスタン共和国の保険市場の改革及び加速的発展の確保に係る措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 
2019年 8月 2日付No.PP-4412／同月 3日施行 

5 カラカルパキスタン共和国内務省の第 19 号特別刑務所の清算に関するウズ

ベキスタン共和国大統領決定 
2019年 8月 2日付No.PP-4414／同月 3日施行 

 

第 15 トルコ 

1 工業ゾーンに関する工業及び技術省の規則 
2019年 8月 6日官報No.30854／同日施行 
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第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

1 ミャンマー連邦地学評議会法草案を公表する件 
19.05.14制定 2019年連邦議会事務局通知第 37/2019号 

2 2018-2019年会計年度連邦の再予算配分・使用法 
19.06.04制定 2019年連邦議会法律第 18号 

3 高等裁判所弁護士評議会法を改正する法律 
19.07.10制定 2019年連邦議会法律第 21号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコにおける選挙の独立・中立性を監督するための条件・方法を定めモロッコにおける選挙の独立・中立性を監督するための条件・方法を定めモロッコにおける選挙の独立・中立性を監督するための条件・方法を定めモロッコにおける選挙の独立・中立性を監督するための条件・方法を定め

る法律第る法律第る法律第る法律第 30303030----11111111 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 2011201120112011 年年年年 9999 月月月月 29292929 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----11111111----162162162162 号号号号（目次）    

   2韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律韓国基幹産業振興及び先端化に関する法律（目次）    

   3ロシア連邦法ロシア連邦法ロシア連邦法ロシア連邦法令ニュースレター令ニュースレター令ニュースレター令ニュースレター～～～～「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の「ロシア連邦裁判所による国際私法規範の

適用に関する適用に関する適用に関する適用に関する 2019201920192019 年年年年 7777 月月月月 9999 日付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第日付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第日付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第日付ロシア連邦最高裁判所全体会議決定第 24242424 号」号」号」号」

～～～～ 

   4 インドネシア領海を出航する船舶への自動識別システムの据付及び有効化インドネシア領海を出航する船舶への自動識別システムの据付及び有効化インドネシア領海を出航する船舶への自動識別システムの据付及び有効化インドネシア領海を出航する船舶への自動識別システムの据付及び有効化

に関するに関するに関するに関する 2019201920192019 年年年年 2222 月月月月 19191919 日付インドネシア共和国運輸大臣規則日付インドネシア共和国運輸大臣規則日付インドネシア共和国運輸大臣規則日付インドネシア共和国運輸大臣規則 No.PM7No.PM7No.PM7No.PM7（目次）    

   5 ベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制社会保険にベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制社会保険にベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制社会保険にベトナムにおいて就労する外国公民である労働者に対する強制社会保険に

関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定めるベトナム政府の議定関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定めるベトナム政府の議定関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定めるベトナム政府の議定関する社会保険法及び労働安全衛生法の細則を定めるベトナム政府の議定（目

次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 
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須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 



 

 9

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


